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貸 借 対 照 表 

(令和０２年１２月３１日現在) 

  (百万円未満は、切り捨て表示)  

勘 定 科 目  金 額 勘 定 科 目  金 額 
(資産の部) 
 
流 動 資 産 
 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
製 品 
部 品 ・ 原 材 料 
仕 掛 品 
貯 蔵 品 
未 収 入 金 
前 払 費 用 
仮 払 金 
短期繰延税金資産 

 
 
 
固 定 資 産 
 

有 形 固 定 資 産 
 

建 物 
構 築 物 
機 械 装 置 
車 輌 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
リ ー ス 資 産 
建 設 仮 勘 定 
 

無 形 固 定 資 産 
 

施 設 利 用 権 
 

投資その他の資産 
 

投 資 有 価 証 券 
長期繰延税金資産 
そ の 他 の 投 資 等 
 

百万円 
 

21 
 

  0 
2 

  0 
0 

   0 
     0 

0 
       17 

0 
0 
0 

 
 
 

461 
 

425 
 

  151 
   60 

0 
    0 
   0 

    207 
0 
5 

 
   0 

 
   0 

 
  36 

 
   34 

0 
1 

 
 

(負債の部) 
 
流 動 負 債 
 

買 掛 金 
電子記録債務(買掛金) 
短 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
諸 預 り 金 

 
固 定 負 債 
 

退 職 給 付 引 当 金 
長 期 繰 延 負 債 
資 産 除 去 債 務 

百万円 
 

184 
 
 0 
0 

75 
    0 

   107 
      0 

    0 
 

  13 
 

    10 
2 
1 

 
負 債 合 計  198 

(純資産の部) 
 
株 主 資 本 
 

資 本 金 
 

資 本 剰 余 金 
 

資 本 準 備 金 
その他資本剰余金 

 
利 益 剰 余 金 

 
利益準備金 
固定資産圧縮記帳積立金 
繰越利益剰余金 
（うち当期純利益） 
 

その他の包括利益累計額 
 

  その他有価証券評価差額金 
 

 
 

   300 
 

   90 
 
541 
 
370 
170 
 

△330 
 
65 

3 
△399 

     （17） 
 

       △15 
 

   △15 
 

純 資 産 合 計 285 
資 産 合 計 483 負債及び純資産合計 483 
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個別注記表 

 

１．重要な会計方針に係わる事項に関する注記 

 (１)資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券の評価基準及び評価方法 

 

   時価のあるもの  ･･･････････････ 当期末日の市場価格に基づく時価法   

                    （評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

                        売却原価は移動平均法により算定） 

 

    時価のないもの   ････････････････ 移動平均法による原価法 

 

  ②棚卸資産の評価基準及び評価方法 ････ 最終仕入原価法による原価法 

 

 

 (２)固定資産の減価償却方法 

有 形 固 定 資 産  ･･･････････ 主に耐用年数を見積耐用年数、残存価額を 

(リ ー ス 資 産 を 除 く )          実質的残存価額とする定額法を採用してお

ります。 

 

     主な耐用年数        建  物   １年～５０年 

                   機械・装置  １年～１２年 

 

無 形 固 定 資 産  ････････････ 定 額 法 

 

リ ー ス 資 産  ････････････ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に 

係るリース資産は、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。 

 (３)引当金の計上基準 

 

 退 職 給 付 引 当 金 ････････････ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、退職給付引当金を計上し

ております。 

 

(４)消費税等の会計処理 ･･･････････････ 税抜方式を採用しております。 

 

 

 
（注）各注記の記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 


